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研究成果の概要（和文）：本研究の目的は、貿易取引における理論と実務の相違に関して実証することである。本研究
で以下の４点が明らかとなった。第一に、現行ではコンテナ・トレード・タームズの潜在的使用率の高止まり傾向が常
態化しており適切な措置を講じるべきである。第二に、トレード・タームズの使用時に、貿易業者は実務上準拠規則の
合意を行っていないことが多く、理論と実務には乖離がある。第三に、貿易業者の準拠規則の不採用理由は長年トレー
ド・タームズの解釈規則を取り決めなくても商事紛争が生じたことがないからである。第四に、貿易業者は、紛争解決
方法に関して取り決めないまま貿易取引を行う場合が多く、理論と実務には乖離がある。

研究成果の概要（英文）：This study reveals the results of a questionnaire survey regarding discrepancies 
between theory and practice in international trade. The results identified the following four points. 
First, we demonstrated that the potential use ratio of the container terms is high at present, but the 
expansion of the use ratio of these terms will stagnate as long as appropriate measures are not 
considered in the future. Second, we demonstrated a discrepancy between theory and practice in that 
trading companies often do not reach an agreement on governing rules for the conduct of operations when 
they are employing trade terms. Third, we demonstrated that one reason that trading companies do not 
agree on governing rules is that trade disputes rarely arise even though the companies have not set an 
interpretive framework for long-term trade terms. Fourth, we demonstrated a further gap between theory 
and practice in that many trading companies operate without setting methods for resolving disputes.

研究分野：貿易商務論
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１．研究開始当初の背景 
貿易取引では如何に数多くの専門的知識
やノウハウに精通しているか否かが、貿易取
引を成功に導くための条件となる。その中で
も貿易取引面では、各国・各地域により適用
される法律・商慣習などが異なるため、取引
契約内容を定型化したトレード・タームズ
（貿易定型取引条件）という専門用語が使用
されており、貿易業者はこれに関する造詣の
深さが求められる。 
この「トレード・タームズの使用実態に関
する研究」は、国内では初めて、本研究者（以
下、吉田と称する）を含めた研究者により行
われ、その成果は、吉田友之、小林晃他『我
国で使用されるトレード・タームズ（貿易定
型取引条件）の動向調査』日本大学経済学部
産業経営研究所（1997 年）〔1998 年（財）貿
易奨励会奨励賞受賞〕としてまとめ上げたが、
調査対象とした先は首都圏に所在するいわ
ゆる大手貿易業者であった。吉田は、「わが
国におけるトレード・タームズの使用実態」
を明らかにするためには、首都圏に所在する
大手貿易業者のみを調査対象としたのでは
真の意味で「わが国での」その使用実態を浮
き彫りにすることは不可能であると考えた。
なぜならばわが国の貿易量、貿易額の多くの
部分は総合商社、大手専門商社、大手製造業
者などいわゆる大手貿易業者により担われ
ていることはいうまでもないが、数のうえか
らは圧倒的に多くは中小零細貿易業者が占
めているからである。そのためには地方に所
在し直接貿易を行っている中小零細業者を
含めた幅広い事業規模の業者を調査対象と
することにより、わが国の中小貿易業者の真
の実態をつかむことができると考えた。そこ
で、2003・2004 年度科学研究費補助金基盤研
究（C）（一般）「わが国で使用されるトレー
ド・タームズ（貿易定型取引条件）の地域別
比較研究－大手貿易業者と地方中小貿易業
者の場合－」により、この研究成果は、吉田
友之『トレード・タームズの使用動向に関す
る実証研究』関西大学出版部（2005 年）にま
とめた。 
 
２．研究の目的 
上記のように 2003・2004 年度科学研究費
補助金基盤研究（C）（一般）「わが国で使用
されるトレード・タームズ（貿易定型取引条
件）の地域別比較研究－大手貿易業者と地方
中小貿易業者の場合－」による研究成果は、
吉田友之『トレード・タームズの使用動向に
関する実証研究』関西大学出版部（2005 年）
にまとめた。 
この研究により、国内で初めて、2003 年当
時のわが国の地方に所在する中小貿易業者
が使用するトレード・タームズの実態は明ら
かにできたが、将来のわが国の「トレード・
タームズ研究」の発展のためにはこの単発の
調査結果だけで終わらせてしまうのではな
く、この調査を反復的・継続的に実施し時系

列的な考察を行うことが重要となる。こうす
ることで必ずより大きな成果が得られるも
のと確信した。また学術的な成果のみならず、
地方に所在する中小貿易業者は、貿易取引を
行ううえで必須の知識であるトレード・ター
ムズの適正な使用方法について本研究が啓
蒙的な役割を演じることで、より一層円滑な
貿易取引を行えるようになり、地方でも貿易
に参入する機会が広がり、もって貿易実務面
における地方経済の活性化策の一助となる
ものと確信した。 
 
３．研究の方法 
本研究では、３年をかけ、初年度・次年度
はおもにアンケート調査に基づいたデータ
の収集および聴き取り調査の実施を中心と
し、最終年度はおもに入手データや聴き取り
調査結果の分析を中心とした実証的研究を
行った。調査対象とするのは、本研究の継続
性・発展性を考慮し 2003・2004 年度科研費
による「調査研究」と同様に地方に所在する
中小貿易業者とした。 
⑴ 2012 年には、まずアンケート調査内容を
吟味・検討し、アンケート内容の設計結果を
アンケート票として具体化した。アンケート
票に添付する「アンケート回答のご協力のお
願い（アンケート実施の趣旨書）」およびア
ンケート票用紙を完成させた。同時並行的に
アンケート票などの送付用の封筒および返
信用封筒の準備を行った。大阪商工会議所の
協力を得て、大阪府地域に所在する貿易業者
を対象にアンケート票の送付を行った。 
 
⑵ 2013 年度には、一般社団法人大分貿易協
会の協力を得て、大分県地域に所在する貿易
業者を対象にアンケート票の送付を行った。
また、愛媛県地域、宮城県地域、熊本県地域
に所在するジェトロ（日本貿易振興機構）で
公開されている場合には「貿易業者一覧」を
参考とし、公開されていない場合にはネット
上で各地域に所在する貿易業者を探索し、各
地域に所在する貿易業者を確定しそれらを
対象にアンケート票を送付した。 
 返送された回答済みアンケート票のデー
タを順次パソコンへ入力および集計を行い、
その考察内容を順次学会発表および論文の
作成へと展開した。 
 
⑶ 2014 年度には、徳島県地域、香川県地域
に所在するジェトロで公開されていた「貿易
業者一覧」を参考とし、各地域に所在する貿
易業者を確定しそれらを対象にアンケート
票を送付した。 
 返送された回答済みアンケート票のデー
タを順次パソコンへ入力および集計を行い、
その考察内容を順次論文の作成へと展開し
ている。 
 
４．研究成果 
⑴ トレード・タームズの使用動向と適正な



トレード・タームズの使用方策 
①トレード・タームズの使用動向 
 大阪、大分、愛媛、宮城、熊本地域では、
「使用経験のあるトレード・タームズ」にお
いて、従来からの伝統的な在来船向けのトレ
ード・タームズ〔いわゆるＦＯＢ、ＣＦＲ、
ＣＩＦ〕は、各タームズともに使用頻度・比
率ともに上位３位までの高止まりのままで
推移していた。また航空機の利用頻度の増加
に応じて、航空機の利用時に使用されている
と推測されるＦＯＢ Airport（ＦＯＡ）は、
1976 年にインコタームズで初めて規定され
1980 年の改訂で引き継がれた後 1990 年の改
訂時に削除されたトレード・タームズであり
その削除後 20 数年が経過しているにもかか
わらず依然として在来船向けのトレード・タ
ームズにつぐ高い使用頻度・比率で推移して
いた。 
 一方、1980 年のインコタームズの改訂時に
初めて規定され、1990 年版、2000 年版、2010
版インコタームズで引き継がれてきたコン
テナ・トレード・タームズ〔いわゆるＦＣＡ、
ＣＰＴ、ＣＩＰ〕は、大阪地域では、各ター
ムズともに使用頻度・比率ともに低く多少の
ばらつきはあるものの僅かながら右肩上が
りで推移していた。その他の地域では、その
使用頻度・比率ともに多少の上下動のばらつ
きはあるものの必ずしも右肩上がりとはい
い難く低い状況で推移していた。 
 またコンテナ・トレード・タームズと比べ
て Ex・Delivered 系のトレード・タームズ〔い
わゆるＥＸＷ、ＤＤＵ、ＤＤＰ、ＤＡＴ、Ｄ
ＡＰ〕は、各地域では、各タームズともに使
用頻度・比率に差異はあるものの着実に右肩
上がりで推移していた。 
 
②適正なトレード・タームズの使用方策 
 吉田は 2004 年当時「コンテナ・トレード・
タームズは 10 年ほど前に比べて、現行では
それらのタームズを知っていながら使用し
ない業者が増加しており、今後何らかの対策
を講じない場合にはこの傾向が顕著になる
恐れがある」 と推論し、それは 2007 年に大
阪地域の貿易業者を対象とした調査結果か
ら証明された 。 
 今回の調査結果から、大分県に所在する貿
易業者についてもこの状況、つまりコンテ
ナ・トレード・タームズを知りながらそれら
の使用にシフトしない業者の増加が常態化
していることが明らかとなった。 
1995 年当時適正なトレード・タームズが使
用されないのはインコタームズの規定内
容・方法に問題があるからではなく、その啓
蒙不足とその使用者（貿易業者）の不勉強に
よるものであると主張された研究者がおら
れた。確かに、この啓蒙活動はコンテナ・ト
レード・タームズを知る業者を増やしたとい
う功績は認めるが、使用者の増加へとは結び
ついているとはいい難い。したがって貿易業
者がコンテナ・トレード・タームズを知って

いながら使用していない状況の常態化を解
消するためには、まず筆者のような国際商務
を専門分野とする研究者達がそれぞれの立
場でそれらのタームズに関する内容を周知
させる一層の啓蒙活動を行い「それらの潜在
的使用比率」の割合を大きくする措置を講じ
る必要性がある。しかし現状ではその啓蒙活
動だけでは不十分であり、併せてコンテナ・
トレード・タームズの使用へのシフトを促す
ための方策が必要となる。 
コンテナ・トレード・タームズの使用への
シフトに向けての有効な方策は、研究者達の
この啓蒙活動だけではなく貿易業者自身の
手の中にある。 
貿易業者によるこれらのタームズの使用
打診または被使用打診が貿易業者自身に対
して効果をあげることは、本研究を含めた従
来からの吉田の研究で証明された。したがっ
て、コンテナ・トレード・タームズの一層の
普及のためには、貿易業者が取引の交渉時に
そのタームズの使用打診を積極的に行うよ
うに推進することが肝要となろう。しかしと
くに中小貿易業者は一般に日々の業務に追
われよほどのことがない限り相手方にそれ
らのタームズの使用打診をする余裕はなく、
実際にそれらの業者にそれを期待すること
は酷といえよう。とくに大手貿易業者は適正
なトレード・タームズを取引先へ積極的に提
示するなどすることが求められよう。 
 地方に所在する貿易業者におけるこの常
態化の解消を積極的に図ろうとすれば、現行
の推移では短兵急な展開はあり得ない。そこ
にトレード・タームズの実際の利用者の使用
実態を軸としたインコタームズ内容の抜本
的な見直しを含めた何らかの措置を検討す
る必要性がある。 
 
⑵ トレード・タームズの使用上の留意点 
①トレード・タームズに対する準拠規則採用
の有無 
 貿易業者は、理論上、貿易取引を行う際、
原則として使用するトレード・タームズにつ
いて解釈の相違から商事紛争が生じないよ
うにその解釈規則を特定し両者で合意して
おかなければならないとされている。さらに
後日に生じるかもしれない両当事者の合意
内容の不一致に備えて、その合意内容を売買
契約書の中に記しておくべきであるとされ
ている。それでは、貿易業者は、実務上、理
論で述べられているような措置を講じてい
るのであろうか。 
 「どの規則にも準拠していない」は、各年
とも上位１ないし２位の高い回答頻度で推
移していた。改めていうまでもなく、売買当
事者が使用するトレード・タームズが表す
種々の内容は地域・国により様々に異なる解
釈がとられている。一方の当事者が例えばＣ
ＩＦというトレード・タームズを用いて取引
を行おうとし、他の当事者もそれに同意した
場合、当該取引は、それぞれの当事者が経験



的・慣習的に勝手に頭に思い浮かべたＣＩＦ
に包含された種々の意味をもって進行する
という危ういものとなる。したがって売買当
事者は、トレード・タームズの解釈規則を特
定し、共通の規則を遵守することで無用の混
乱を避けることが必要となる。 
 調査年において「国際商業会議所（ICC）
が制定した最新のインコタームズに準拠し
ている」は、各年とも上位１ないし２位の高
い回答頻度で推移していた。トレード・ター
ムズは、価格構成要素、売買両当事者間の貨
物の引き渡しに関する危険の移転時期、費用
負担の分岐点、貨物の引き渡し場所、運送契
約や保険契約の締結義務、通関手続きの手配
義務などを示すものである。しかし、おうお
うにしてその用語や慣用の不一致のため誤
解が生じ商事紛争に発展することが多い。そ
れを回避するために各団体・組織によりトレ
ード・タームズの解釈に関する国際規則
（ International Rules for the 
Interpretation of Trade Terms）が制定さ
れ、共通の解釈のもとに置くように努力され
てきた。 
インコタームズがトレード・タームズの準
拠規則として優れているかどうかは別とし
て、インコタームズを含むこれらの諸規則の
存在理由を十分に理解しないまま安易に各
トレード・タームズを使用している貿易業者
は依然として少なくないといえよう。 
 「国際商業会議所（ICC）が制定したイン
コタームズ（何年版かは明示しない）」は、
各年とも３位の回答頻度で推移していた。 
インコタームズはいわゆる任意規則であり
強行法的に最新版が優先的に援用されるこ
とはない。インコタームズは 1936 年に制定
されて以来幾度となく改訂が加えられ、その
度に規定されたトレード・タームズ数の増減
ならびにそのトレード・タームズに対する売
買当事者の義務にかかわる加筆・修正・削除
が行われてきている。したがってインコター
ムズを準拠規則とする場合でもその改訂年
を明示しない限り売買当事者に無用の混乱
を生じさせることとなり、結局準拠規則を取
り決めない場合と大して変わりがなくなる
こともあり得る。 
「社内で独自に作成した規則」は、各年と
も４～５位の回答頻度で推移していた。使用
するトレード・タームズの詳細を売買契約書
の中や別の方法で表示し、相手方からその内
容の合意を得た場合には当該取引に問題は
生じないであろう。しかし、一般的にトレー
ド・タームズの内容を遺漏なく規定すること
は高度な専門的知識と手間暇を要する。本ア
ンケート調査からは個別的にどのような内
容の規則が取り決められていたのかは分か
らないが、一般的には既存のトレード・ター
ムズの解釈規則に準拠する方が無難であろ
う。 
 
②準拠規則の不採用理由 

 貿易業者がトレード・タームズの準拠規則
を取り決めていないのは、決してトレード・
タームズの解釈規則について無知でどの規
則が適切であるか分からないからではなく、
むしろ長年トレード・タームズに対する解釈
規則に準拠していなくとも、それでとくに問
題が生じたことがなく、相手方から解釈規則
の準拠を求められないから、現行においても
それに非準拠のままであるものと推測でき
た。 
 売買契約書で取り決める条件は、一当事者
の自由にはならず、相手方の合意を要する。
長年同じ業者と取引関係があり、その中で互
いに信頼関係を築いてきた同士では、今さら
改めて契約書にトレード・タームズの準拠規
則を盛り込むことは難しいかもしれない。ま
た、契約書中で取り決める詳細な条件の多く
は取引が成功裡に終了した時点で無駄に終
わるであろう。しかし今まではトレード・タ
ームズの解釈にかかわる問題が生じなかっ
たとはいえ、それはいつ生じるとも限らない。
万が一の確率であっても紛争が生じる可能
性のある限り、それに備えて契約書などで準
拠規則を取り決めるべきであろう。各業者が
今後その方向で改善を図られることを期待
したい。 
 
③商事紛争の処理対策 
 貿易業者は、理論上、貿易取引を行う際、
万が一に備えて紛争解決方法に関する合意
を行うことが必要であるとされてきた。具体
的にはその合意内容の不一致に備えて、その
合意内容を売買契約書の中に記しておくべ
きであるとされてきた。それでは、貿易業者
は、実務上、理論で述べられているような措
置を講じているのであろうか。 
 貿易業者が契約書に紛争解決方法を規定
している場合、「ある・・・売買当事者が誠
意をもって話し合いをおこなう旨の紛争解
決規定」は、2 割強であった。貿易業者は、
紛争発生時にはその解決に向けて努力する
ことは当然であり、その当然ともいえるスロ
ーガンを紛争解決方法として規定したとこ
ろで具体的な解決方法でなければ実効性に
乏しい規定であるといわざるを得ない。「あ
る・・・商事仲裁による紛争解決規定」は、
理論上最も現実的で適切な解決策とされて
いる。しかし、紛争解決方法としてこの方法
を契約書に規定した貿易業者はわずか1割弱
であった。この解決策を規定した場合であっ
ても、それで十分な解決が図れるわけではな
い。実際には仲裁機関名、仲裁規則を指定し
そこから下された裁定が売買両当事者に対
してどのような効果をもたらすのかなどに
ついて詳細に規定する必要がある。そのよう
な手当を行った貿易業者の割合はさらに低
くなると推測できる。貿易業者は万が一に備
えて遺漏のないように適切な紛争解決策を
契約書で規定しておくことが肝要である。 
 貿易業者が契約書で紛争解決方法を規定



していない場合、「ない・・・売買当事者に
は誠意をもって話し合いにより解決をはか
るという暗黙の了解があるため」は、5 割弱
であった。これは紛争解決方法として気休め
程度に過ぎずまったく実効性のない方法で
ある。また「ない・・・貿易売買契約書自体
を作成していない」は、1 割 6 分を占めてい
た。契約書自体を作成していないのは貿易業
者として論外の行いであるといわざるを得
ない。もちろん貿易業者が長きにわたって取
引関係にあり、互いの信頼関係を構築してい
る場合には、紛争解決方法を省略したり契約
書自体を作成しない例があることは承知し
ている。しかし、貿易業者はこれはあくまで
も例外的な措置であることを理解すべきで
ある。 
貿易業者は、実務上の貿易取引では相手方
とのかけひきがあり交渉事となるため、理論
的に適正な取り決めが必ずしもできるとは
限らないであろう。結果として問題を残した
ままで契約書を作成することになるかもし
れない。しかし、貿易業者にとっては当該取
引で用いた契約書の中に問題があることを
自覚して取引を行ったのか自覚なしにそれ
を行ったのかが重要な意味をもつ。前者の場
合には、それによって生じるかもしれない紛
争を予期し、その対応策についての準備をす
ることができよう。一方、後者の場合には、
貿易取引を円滑に遂行するうえで必要とな
る基礎的知識をまず理解し問題点を自覚で
きるようにすべきである。 
 以上より、貿易業者は紛争解決方法の取り
決めを行わないかあるいは実効性のない紛
争解決方法を取り決めているに過ぎず、この
傾向に改善の兆しは見られなかった。総じて
貿易業者は、現行においてはそれ自身が商事
紛争に巻き込まれる可能性を包含した状況
のままで取引を行っている実態が明らかと
なった。 
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